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令和２年（2020 年）10 月 

 

日本司法書士会連合会 

日本司法書士政治連盟 

 

令和３年度税制改正要望 

 

日本司法書士会連合会及び日本司法書士政治連盟は,日本の重要な法的イン

フラかつ経済取引の基盤たる登記の信頼を確立し,国民にとってより利用しや

すい制度とするため,以下のとおり要望する。 

 

 

要 望 の 趣 旨 

 

税制改正関連要望 

Ⅰ 相続登記促進にかかる要望 

 

１ 義務化される相続登記においてはその登記申請における登録免許税を減額

又は免除すること。 

 

２ 相続登記申請の促進を図るため,評価額が一定以下の資産価値の低い土地

について,相続を原因として所有権移転登記の登録免許税免除につき令和３

年３月 31 日までに登記申請がなされたものに限定されているが,この終期を

相当期間延長するとともに,表題部のみ登記されている土地の相続について,

相続人から直接所有権保存登記をする場合においても同様に適用すること。 

 

Ⅱ 登記手数料制への移行の要望 

 

不動産登記における「登録免許税」制度を廃止し,適正な受益者負担の原則に

従った「登記手数料」制とすること。 
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Ⅲ 登記手数料制への移行までの要望 

 

１ 離婚の際の配偶者の居住権確保のため,居住用建物の財産分与による所有

権移転登記について,売買・競買による所有権移転登記同様,租税特別措置法

第 73 条の適用範囲とし,税率 1000 分の３（0.3％）にすること。 

 

２ 土地・建物の売買,財産分与,贈与等による所有権移転登記の登録免許税の

税率につき,登録免許税法本則の平準化・軽減化を行い,平成 15 年当時の税率

1000 分の 10（１％）にすること。 

 

３ 婚姻期間が 20 年以上の夫婦間において,配偶者の居住を確保するため,居

住用不動産の贈与をする場合における贈与による所有権移転登記について,

売買・競買による所有権移転登記同様,租税特別措置法第 73 条の適用範囲と

し,税率 1000 分の３（0.3％）にすること。 

 

４ 共有物分割による共有持分移転登記につき,登録免許税法施行令第９条を

廃止し,本則の 1000 分の４（0.4％）にすること。 

 

Ⅳ 震災の復興支援に関する要望 

 

１ 東日本大震災の被災者及び東京電力福島第一原子力発電所事故による被害

者に係る登録免許税の免除措置（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律）につき,被災者救済の観点等から,障害となって

いる要件を緩和すること。 

 

２ 被災した建物に代わる建物の敷地の用に供される土地の取得等のための資

金の貸付けに伴う抵当権の設定の登記に係る登録免許税の非課税措置（租税

特別措置法第 84 条の５第２項）につき,要件を緩和すること。 

 

Ⅴ 株式会社の設立登記申請促進に関する要望 

 

株式会社の設立の登記の登録免許税（現行最低額金 15 万円）を軽減し,最低

額を金６万円とすること。 
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税制改正関連要望 

Ⅰ 相続登記促進にかかる要望 

 

１ 義務化される相続登記においてはその登記申請における登録免許税を減額

又は免除すること。 

 

現在,法制審議会において民法・不動産登記法の改正が議論され,その中でも

相続登記未了不動産の解消のため相続登記を義務化すべき方向で議論がされて

いる。 

相続登記未了の問題は,相続人間の調整の問題や核家族化による相続人の生

活拠点の問題のみならず,価値の低い相続財産たる不動産への関心の問題もあ

る。価値のある不動産については,誰がその不動産を取得するのかという関心が

高まるものの,価値の低い不動産に関しては,いたずらに登録免許税の経済的負

担を強いられるよりも登記せず関心を持たないことになるものも多い。   

しかし,このような相続登記未了の不動産に関して国民の義務と位置づけ,相

続登記を義務化し,これに罰則まで加えることとなると,国民は不要な不動産の

相続登記を義務化されることとなり,義務と権利とのバランスを失することに

なる。 

また,罰則の実効性に関しても,すでに義務化されている表題登記申請につい

てはそもそも登録免許税が課されておらず,相続登記未了不動産の相続登記に

おいては登録免許税の負担と罰則の両面における義務を生ずることとなりバラ

ンスを失するものとなる。 

相続登記の義務化を進めるのであれば,少なくとも登録免許税の減税又は免

除などのインセンティブを持たせ実効性のある制度とすべきである。 

 

２ 相続登記申請の促進を図るため,評価額が一定以下の資産価値の低い土地

について,相続を原因として所有権移転登記の登録免許税免除につき令和３

年３月 31 日までに登記申請がなされたものに限定されているが,この終期を

相当期間延長するとともに,表題部のみ登記されている土地の相続につい

て,相続人から直接所有権保存登記をする場合においても同様に適用するこ

と。 

 

土地について相続（相続人に対する遺贈も含む）による所有権の移転の登記

を受ける場合において,当該土地が市街化区域外の土地であって,法務大臣が指

定する土地（市町村の行政目的のため相続による土地の所有権の移転の登記の

促進を特に図る必要があるもの）の不動産価額が 10 万円以下の土地であるとき
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は,平成 30 年 11 月 15 日から令和３年（2021 年）３月 31 日までの間に受ける当

該土地の相続による所有権の移転の登記については,登録免許税を課さないこ

ととされた（租税特別措置法第 84 条の２の３第２項により非課税）。 

しかし,相続登記促進を図る必要のある土地についての相続登記未了土地の

解消は令和３年（2021 年）３月 31 日までの間に終了するものではない。したが

って,この終期についての規定につき,当該相続登記未了土地の解消が図られる

まで相当期間延長すべきである。 

また,表題部のみ登記されている土地の相続について,相続人から直接所有権

保存登記をする場合においては,現在この税制が適用されず,同じ相続であって

も,登記が表題登記のみされている場合には免除されない。 

相続に関するこの登録免許税免除を導入した趣旨を鑑み,相続人から直接,相

続による所有権保存登記をする場合においても,免除の適用がされることを要

望する。 

 

Ⅱ 登記手数料制への移行の要望 

 

不動産登記における「登録免許税」制度を廃止し,適正な受益者負担の原則に

従った「登記手数料」制とすること。 

 

現在,不動産を売却した場合には,売主に対し譲渡所得税が課税されており,

買主に対して不動産取得税及び消費税（建物）が課税されている。 

資産の移転である不動産の所有権の名義の変更にはこのように売主及び買主

に課税されているにもかかわらず,これらの登記を申請するにあたり,さらに登

録免許税が課されていることは,資産の移転に対して二重に課税をしていると

いうことに他ならない。 

また,高額な登録免許税の負担は,実体と登記内容が異なる中間省略的な登記

等を出現させる大きな要因となっており,また不動産の流通や活用を阻害する

重大な障害でもある。そのため,登記そのものを軽視したり回避したりしようと

する等の傾向が生み出されており,これにより登記の真正性や公示機能を損な

うようなことがあれば,結局は国民が損害をこうむることになる。 

よって,国民の権利の保全を図り,もって取引の安全と円滑に資する登記制度

の充実を図るためにも,登記の「登録免許税」制度を廃止し,適正な受益者負担

の原則に従った「登記手数料」制へ移行すべきである。 
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Ⅲ 登記手数料制への移行までの要望 

 

１ 離婚の際の配偶者の居住権確保のため,居住用建物の財産分与による所有

権移転登記について,売買・競買による所有権移転登記同様,租税特別措置法

第 73 条の適用範囲とし,税率 1000 分の３（0.3％）にすること。 

 

離婚による配偶者の居住権確保のための財産分与による所有権移転登記に関

して,現在の登録免許税が過大（税率 1000 分の 20（２％））であることから,

この費用が負担できず登記が留保される事態が発生している。 

平成15年度に登録免許税の軽減化が図られ,租税特別措置法適用により,離婚

に伴う居住用建物の財産分与による所有権移転登記は１％に軽減された。しか

し,その後,租税特別措置法における適用範囲が段階的に縮小され,財産分与や

贈与については,現在,本則の２％が適用されることとなり大きな負担となって

いる。 

そこで,離婚に伴う配偶者に対する居住用建物の財産分与による所有権移転

登記の登録免許税については,売買・競買による登記と同様に,租税特別措置法

第 73 条の適用範囲とし,税率 1000 分の３（0.3％）とすることを強く要望する。 

 

＊ 住宅用家屋の所有権の移転登記の税率の軽減 

（租税特別措置法第73条） 

登記の種類        本 則      軽減措置 

所有権の移転の登記    2.0 ％      0.3 ％  

 

なお,配偶者の居住建物について,今般の相続法の見直しで配偶者居住権（被

相続人の配偶者が,居住していた建物に安心して無償で引き続き居住できる権

利）が新設され,この配偶者居住権設定登記の登録免許税率は 1000 分の２

（0.2％）とされている。 

 

 

２ 土地・建物の売買,財産分与,贈与等による所有権移転登記の登録免許税の

税率につき,登録免許税法本則の平準化・軽減化を行い,平成 15 年当時の税率

1000 分の 10（１％）にすること。 

 

不動産登記を申請する際の登録免許税制は,平成 15 年度に登録免許税の平準

化・軽減化（登記原因にかかわらず所有権移転の税率は 1000 分の 10（１％））

が図られたが,平成 15 年度の平準化・軽減化は租税特別措置法によるものであ

った。その後,高齢者から若年者への資産移転促進税制としての親から子への贈
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与について,相続時精算課税制度や住宅取得に係る非課税枠拡大等の贈与促進

税制が導入されたにもかかわらず,登録免許税については租税特別措置法にお

ける措置が撤廃され,現在の税率は,土地の売買は 1000 分の 15（1.5％）,建物の

売買は 1000 分の 20（２％）,土地・建物の財産分与,贈与等は 1000 分の 20（２％）

である。 

このような登録免許税の負担を軽減するために,登記手数料制へ移行される

までの間,少なくとも平成 15 年度の税率に戻すことを要望する。 

 

３ 婚姻期間が 20 年以上の夫婦間において,配偶者の居住を確保するため,居

住用不動産の贈与をする場合における贈与による所有権移転登記について,

売買・競買による所有権移転登記同様,租税特別措置法第 73 条の適用範囲と

し,税率 1000 分の３（0.3％）にすること。 

  

婚姻期間が 20 年以上の夫婦間において,配偶者がその居住用不動産の贈与を

受けた場合,贈与税は免除される。この居住用不動産に,贈与を受けた配偶者は

現実に住んでおりその後も引き続き居住するものであり,配偶者の居住権を確

保するものである。しかし,現状においては贈与を原因とするため，登録免許税

率は 1000 分の 20（2％）となっており,その費用の負担が大きいことから利用を

拒む現状がある。 

一方,この配偶者控除においては,居住用不動産を取得するための金銭の贈与

にも適用され,その場合,金銭の贈与を受けた配偶者がその資金をもとに居住用

不動産を取得した場合における建物の購入に際しての所有権移転登記又は所有

権保存登記においては,租税特別措置法第 73条又は同法第 72条の２第１項の適

用があり,これらの登録免許税率はそれぞれ 1000 分の３（0.3％）又は 1000 分

の 1.5（0.15％）となっている。 

そこで,婚姻期間が20年以上の夫婦間において,配偶者の居住を確保するため,

居住用不動産の贈与による所有権移転登記については,租税特別措置法第 73 条

の売買・競買による所有権移転登記同様にその税率を 1000 分の３（0.3％）と

することを要望する。 

 

４ 共有物分割による共有持分移転登記につき,登録免許税法施行令第９条を

廃止し,本則の 1000 分の４（0.4％）にすること。 

 

登録免許税法施行令第９条は,売買であるにもかかわらず登記原因を共有物

分割と偽って登記することにより不正に登録免許税を免脱しようとすることを

防ぐ趣旨で定められ,平成 12 年から適用されたものであるが,逆に,真に本来の

共有物分割を行った多くの善良な国民にとっては,本来の税率は 1000 分の４

（0.4％）であったにもかかわらず 1000 分の 20（２％）という税率を強いられ
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る結果を生じている。 

一例をあげると,土地区画整理事業における整理手段として,共有持分を先に

一度取得し,売買による登録免許税を支払った後に,改めて共有物分割を行うと

いう場合があるが,このような共有物分割は全く不正の余地がないにもかかわ

らず,ただ単に登録免許税法施行令第９条及び通達の例外要件にあてはまらな

いとして,本来の５倍の登録免許税が必要となる等の弊害が出ている。このよう

な状況は,不正を防ぐという立法趣旨を大きく逸脱しており,租税法律主義の観

点からも問題があると言わざるを得ない。 

また,すでに平成 17 年の不動産登記法の改正により登記申請には所有権移転

の原因となった法律事実を記載する登記原因証明情報の添付が必須となってお

り,従前のような申請書副本での申請が認められなくなっているため,登録免許

税の免脱を図るためにされていたような,所有権全部の売買による取得を一件

目は持分 100 分の１を売買で登記し,二件目に残りの 100 分の 99 を共有物分割

として登記原因を偽って登記するというような不正手段を執ることは事実上不

可能となっている。 

よって,登録免許税法施行令第９条は税の公平性からも非常に問題があり,か

つ,不動産登記法の改正により今日においてはその役目を終えているのでこれ

を廃止すべきである。 

 

Ⅳ 震災の復興支援に関する要望 

 

１ 東日本大震災の被災者及び東京電力福島第一原子力発電所事故による被害

者に係る登録免許税の免除措置（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律）につき,被災者救済の観点等から,障害となって

いる要件を緩和すること。 

 

現在,東日本大震災の被災者及び東京電力福島第一原子力発電所事故による

被害者を救済するために,被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律では以下のとおりの措置がされている。 

①被災した建物に代わる建物又はその敷地となる土地の取得に係る所有権の

保存又は移転の登記に関する登録免許税の免除 

②被災した建物に代わる建物又はその敷地となる土地を取得するための貸付

に係る抵当権設定登記に関する登録免許税の免除 

③被災者自らが被災した建物に代わる建物を取得できない場合において,そ

の三親等内の親族による取得に係る所有権の保存又は移転の登記に関する

登録免許税の免除 

しかし,上記措置のうち,②については,土地に対する抵当権に関して,敷地を
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新たに取得した場合に限り,かつ所有権の保存又は移転の登記と同時に受ける

抵当権設定登記に限る。また,③については,三親等内の親族による取得に関し

て,被災当時に被災者と同居していた者に限る。これらの制限は,同措置を利用

しようとする被災者等にとっては大きな障害である。 

よって,被災者等の救済及び生活の再建を支援するという観点から,上記要件

を緩和することを求める。 

また,被災代替建物の新築又は取得に係る免税措置は,平成 33 年（令和３年）

３月 31 日までの間に登記する場合に適用されるが,東京電力福島第一原子力発

電所事故による警戒区域設定指示等の対象区域内に所在する建物の被災代替建

物を新築又は取得する場合には,「警戒区域設定指示等が行われた日から当該指

示等が解除された日までに新築又は取得したもの,又は当該指示等が解除され

てから３か月以内に取得又は１年以内に新築したものに限られる」とされてい

る。 

しかしながら,上記指示等が解除されたものの,住民の帰還は進んでおらず,

帰還を決断するには帰還先自治体の環境整備が不十分である。また,代替建物を

新築するための解体（公費解体）についても進んでいない現状では,限定された

期間内に代替建物を取得又は新築することは困難である。 

よって,この期間を相当期間延長することを求める。また,期間については,住

民の帰還状況を見極めながら再延長する措置も求める。 

 

２ 被災した建物に代わる建物の敷地の用に供される土地の取得等のための資

金の貸付けに伴う抵当権の設定の登記に係る登録免許税の非課税措置（租税

特別措置法第 84 条の５第２項）につき,要件を緩和すること。 

 

租税特別措置法第 84条の５第２項の適用を受けるためには,同法第 84 条の５

第１項（被災した建物に代わる建物の敷地の用に供される土地に係る登録免許

税の非課税措置）の適用を受ける土地の所有権移転又は地上権若しくは賃借権

の設定若しくは移転の登記と同時に（連続して）抵当権の設定の登記の申請を

しなければならないとされている。 

また,同法第 84 条の４第２項（被災した建物の建替え等のための資金の貸付

けに伴う抵当権の設定の登記にかかる登録免許税の非課税措置）の適用を受け

るためには,同法第 84 条の４第１項（被災した建物に代わる建物に係る登録免

許税の非課税措置）の適用を受ける建物の所有権の保存又は移転の登記の申請

と同時に（連続して）抵当権の設定の登記の申請をしなければならないとされ

ている。 

これらによると,抵当権の設定の登記を単独で申請した場合には,非課税措置

を受けることができない。例えば,被災代替建物に係る土地の取得を要しない場

合,被災代替建物着工時にいわゆる「つなぎ融資」を行わない金融機関において
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は,住宅ローンの融資を実行し,土地のみに単独で抵当権の設定の登記を行うこ

とがあり,その際の抵当権の設定の登記は単独で行われるため非課税措置が受

けられないことになる。 

つまり,金融機関の取扱い次第で抵当権の設定の登記において,登録免許税の

負担を強いられる場合とそうでない場合が生じることとなる。 

よって,被災代替建物の敷地の用に供される見込みのある土地である旨の証

明資料の提供があれば,単独での抵当権の設定の登記の場合においても,同法第

84 条の５第２項の非課税措置の適用が受けられるよう,上記要件を緩和するこ

とを求める。 

 

Ⅴ 株式会社の設立登記申請促進に関する要望 

 

株式会社の設立の登記の登録免許税（現行最低額金 15 万円）を軽減し,最低

額を金６万円とすること。 

 

「商業登記手続の簡素化」及び「法人の設立登記手続の迅速化」の議論が進

んでいるところであるが,起業促進の観点からは,設立登記の登録免許税金15万

円が負担と感じられることが多いため,より低廉な額,例えば持分会社と同程度

である金６万円にすることを求める。 

 


